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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】耐へたり性に優れ、素材コストの低減と製造工程の簡略化を図ることができるば
ねを提供する。
【解決手段】質量%で、Ｃ：０．５～０．７％、Ｓｉ：１．０～２．０％、Ｍｎ：０．１
～１．０％、Ｃｒ：０．１～１．０％、Ｐ：０．０３５％以下、Ｓ：０．０３５％以下、
残部が鉄及び不可避不純物からなる成分を有する線材をばねの形状に成形する成形工程と
、Ａｃ３点～（Ａｃ３点＋２５０℃）の温度でオ－ステナイト化後、２０℃/秒以上の速
度で冷却し、（Ｍｓ点－２０℃）～（Ｍｓ点＋６０℃）の温度で４００秒以上保持し、次
いで室温まで冷却する熱処理工程と、熱処理後のばねにショットを投射するショットピ－
ニング工程とを備えた。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　質量%で、
　Ｃ：０．５～０．７％、Ｓｉ：１．０～２．０％、Ｍｎ：０．１～１．０％、Ｃｒ：０
．１～１．０％、Ｐ：０．０３５％以下、Ｓ：０．０３５％以下、残部が鉄及び不可避不
純物からなる成分を有し、
　ばね素線の任意の横断面において、面積比率でベイナイトを６５％以上、残留オ－ステ
ナイトを４％～１３％含む組織を有し、
　前記残留オ－ステナイトは平均Ｃ濃度が０．６５～１．７％であり、かつ残留オ－ステ
ナイト粒の平均円相当直径が３μｍ以下であり、
　ばね素線の任意の横断面の平均円相当直径をＤ（ｍｍ）としたときに、圧縮残留応力層
が表面から０．３５ｍｍ～Ｄ／４の範囲まで形成され、その最大圧縮残留応力が８００～
２０００ＭＰａであり、
　該横断面の中心のビッカ－ス硬さが５５０～６５０ＨＶであり、表面から深さ０．０５
～０．３ｍｍの範囲に、前記中心硬さより５０～５００ＨＶ大きい高硬度領域が形成され
ていることを特徴とするばね。
【請求項２】
　ばね素線の任意の横断面において面積比率でマルテンサイトを５～３０％含むことを特
徴とする請求項１に記載のばね。
【請求項３】
　ばね素線の横断面の平均円相当直径が１．５～１５ｍｍの線材で形成されていることを
特徴とする請求項１または２に記載のばね。
【請求項４】
　質量%で、Ｃ：０．５～０．７％、Ｓｉ：１．０～２．０％、Ｍｎ：０．１～１．０％
、Ｃｒ：０．１～１．０％、Ｐ：０．０３５％以下、Ｓ：０．０３５％以下、残部が鉄及
び不可避不純物からなる成分を有する線材をばねの形状に成形する成形工程と、
　Ａｃ３点～（Ａｃ３点＋２５０℃）の温度でオ－ステナイト化後、２０℃/秒以上の速
度で冷却し、（Ｍｓ点－２０℃）～（Ｍｓ点＋６０℃）の温度で４００秒以上保持し、次
いで室温まで冷却する熱処理工程と、
　熱処理後のばねにショットを投射するショットピ－ニング工程と、
　を備えたことを特徴とするばねの製造方法。
【請求項５】
　室温まで冷却する際の冷却速度を２０℃/秒以上とすることを特徴とする請求項４に記
載のばねの製造方法。
【請求項６】
　前記ショットピーニング工程の後にばねに永久ひずみを与えるセッチング工程を備えた
ことを特徴とする請求項４または５に記載のばねの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、耐へたり性に優れたばねおよびその製造方法に関するものである。　
【背景技術】
【０００２】
　自動車のエンジン用弁ばね材料としては、ＪＩＳ規格で炭素鋼オイルテンパ－線（ＳＷ
Ｏ－Ｖ）、Ｃｒ－Ｖ鋼オイルテンパ－線（ＳＷＯＣＶ－Ｖ）、Ｓｉ－Ｃｒ鋼オイルテンパ
－線（ＳＷＯＳＣ－Ｖ）等があり、従来、耐疲労性や耐へたり性の観点からＳｉ－Ｃｒ鋼
オイルテンパ－線が広く使用されている。近年、自動車の燃費向上のため弁ばねは軽量化
が強く要求されており、素線の引張強さはばねの設計応力の増加を図るため上昇する傾向
にある。特に、弁ばねの耐へたり性の改善は重要であり、耐へたり性が低い場合には高応
力負荷中にばねのへたり量が大きくなり、設計通りにエンジンの回転数が上がらず、応答
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性が悪くなるという問題が生じる。
【０００３】
　これまで、耐へたり性を改善する技術が種々提案されてきた。特許文献１には、ＪＩＳ
規格のばね鋼成分をベースに、主にＣｒやＳｉの濃度を増加し、焼入れ性や焼戻し軟化抵
抗を向上させ、耐疲労性とともに耐へたり性を改善する技術が提案されている。しかし、
そのような技術では、耐へたり性はある程度の改善がみられるが、高合金化による素材の
高コスト化が問題となっていた。
【０００４】
　特許文献２には、ＪＩＳ規格のばね鋼成分をベースに、主にＣｒ濃度の増加とＶの添加
を行い、かつセメンタイトの大きさ、存在密度および組成を規定し、セメンタイトの微細
析出強化と、低温焼鈍や窒化の過程におけるセメンタイトの分解を抑制することで耐へた
り性を改善する技術が提案されている。しかし、そのような技術では、高合金化による素
材の高コスト化に加え、所望のセメンタイの形態を得るための焼入れ焼戻し条件の管理が
厳しく、製造コストが増加することが問題となっていた。
【０００５】
　特許文献３には、ＪＩＳ規格のばね鋼成分をベースに、主にＶやＮを添加し、かつオー
ステンパ－処理とその後の焼戻し処理を実施し、焼戻しベイナイト組織とすることで耐へ
たり性を改善する技術が提案されている。しかし、そのような技術では、得られる強度が
低く耐へたり性が不十分であることに加え、高合金化による素材の高コストや工程の複雑
化による製造コストの増加が問題となっていた。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００４-３１５９６７
【特許文献２】特開２００７-３０２９５０
【特許文献３】特開平７－１７９９３６
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、上記従来技術の有する課題を解決するためになされたもので、耐へたり性に
優れることは勿論のこと、素材コストの低減と製造工程の簡略化を図ることができるばね
およびその製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者らは、１２０℃程度の環境下におけるコイルばねの耐へたり性について鋭意研
究を重ねた。まず、最大せん断応力が１４００ＭＰａ程度の高設計応力のばねにおけるへ
たりは、転位のすべりが支配的であるため、へたり量はばね素線に作用する正味の応力が
低いほど小さい。この正味の応力とは、ばねが無負荷状態でも素線に残留する応力と、ば
ね負荷時に素線が受ける応力を合算したものであるため、冷間コイリング後に残留したひ
ずみにより発生した引張残留応力は、耐へたり性にとって有害でありできるだけ小さいこ
とが望ましい。冷間コイリング後に発生した引張残留応力は、焼鈍により低減させること
は可能で、焼鈍温度が高いほど小さくなるが、材料は軟化が進み、成分調整による焼鈍軟
化抵抗の増加にも限りがあるので、ばね鋼の高強度を維持しつつその引張残留応力を無く
すことは根本的に困難である。そこで、本発明者等は、コイリング後にばねを高温のオー
ステナイト化温度まで一旦加熱し、コイリングで発生した残留応力を実質的にゼロとした
後に組織を改善することが有効であるとの考えに至った。
【０００９】
　また、ばね鋼としての高強度を維持したまま、へたりを抑制するには可動転位の動きを
止める方法が有効である。その方法としては、従来からひずみの付与と低温焼鈍の組み合
わせによるひずみ時効が広く用いられてきた。ひずみ時効は、まず、ひずみの付与により
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転位密度を増加させ、ある転位が林立転位と交差・切り合うことで生じるジョグやキンク
のうち、あるものが不動化して後続の可動転位の障害となるが、幾分可動転位の増加を伴
うので、次いで加熱（時効）を行いＣ等の固溶原子が可動転位の周囲に集まることで転位
の動きを抑制させる方法である。ただし、可動転位密度が高過ぎると転位の単位長さ当た
りの集積固溶原子数が減少しひずみ時効の効果が低下するため、可動転位密度は時効に先
立ち予め適度に制御されている必要がある。
【００１０】
　一方、従来のオイルテンパ－線の金属組織はマルテンサイトの焼戻し組織であり、その
焼戻し温度から低Ｃ濃度のフェライトとセメンタイト（Ｆｅ３Ｃ）の混合組織（以下、焼
戻しマルテンサイト組織という）である。ただし、高温相のオ－ステナイトが残留する場
合がある。そのため、Ｃ原子の多くはセメンタイトの形成に費やされ、フェライト中の固
溶原子に対する可動転位密度が高く、ひずみ時効により耐へたり性を向上させるのは困難
である。また、ジョグ等のピン止め効果を増加させるためひずみを付与させるにも、組織
自体の延性が乏しいため、ひずみの付与により容易に微小き裂等の欠陥が発生し、これが
耐疲労性に悪影響を及ぼす。したがって、焼戻しマルテンサイト組織を用いる限り、ひず
み時効を利用したさらなる耐へたり性の改善は困難との考えに至った。
【００１１】
　このような状況を鑑みて、本発明者らは鋭意検討の結果、コイリングの後に延性に優れ
る微細ベイナイトを主体とする組織を形成することにより、従来の焼戻しマルテンサイト
組織より耐疲労性を低下させず大きな塑性ひずみを付与でき、耐へたり性に有害な可動転
位の密度を低減させ、ひずみ時効により効率的に可動転位を固着できることを見出した。
また、後述するセッチング工程においては大きな塑性ひずみの付与により、素線内部に大
きな圧縮残留応力が形成され、これが耐へたり性とともに耐疲労性の向上にも寄与する。
【００１２】
　さらに、本発明者らは組織中の第二相による分散強化に着目し、微細ベイナイトを主体
とする組織に微細かつ高Ｃ濃度な残留オ－ステナイトを高密度で分散させることにより、
これらを転位の移動の障害物とし、耐へたり性を向上できることを見出した。従来、焼戻
しマルテンサイト組織中に残留するオ－ステナイトはそのＣ濃度がほぼ母相の平均Ｃ濃度
であるため、残留オ－ステナイト自体の強度が低く、耐へたり性に有害であるとされてき
た。
【００１３】
　そこで、本発明者らは残留オ－ステナイトのＣ濃度を母材の平均濃度を超える高濃度と
することで、残留オ－ステナイト自体の強度が向上し、耐へたり性には有害とはならない
ことを見出した。むしろ、ショットピ－ニングによる表層の塑性変形の際、高Ｃ濃度の残
留オ－ステナイトの加工誘起マルテンサイト変態（大きな体積膨張を伴う）効果が加わり
、従来よりも素線表層における圧縮残留応力が増加し耐へたり性と耐疲労性の向上に有効
であることを見出した。つまり、冷間コイリング後に残る引張残留応力をオ－ステナイト
化加熱により消滅させた上に残留オ－ステナイトの加工誘起変態の相乗効果で、表層では
後のショットピ－ニングの際に表面から深くまで圧縮残留応力層が形成され、素材全体と
しては延性に優れる微細ベイナイト組織化とひずみ時効による可動転位の不動化率向上、
および表層より内部においては高強度残留オ－ステナイトの微細分散による転位のピン止
め作用の強化により、オイルテンパ－線に勝る耐疲労性と耐へたり性が両立することを見
出した。
【００１４】
　そして、本発明者らは、コイリング前の素材としてＪＩＳ規格のオイルテンパ－線や同
組成の硬引線等の低廉材を用いることができる他、適切な熱履歴条件を選び所定の組織構
成と元素濃度構成の各要件を満たせば、特に複雑な熱処理工程を用いず、かつその後の工
程で通常のショットピーニングやセッチングを用いることにより製造できることを見出し
た。また、従来行われていた窒化処理を省略しても市場要求に応じた高耐へたり性を有す
ることで処理コストの低減や工程の簡略化が図れることを見出した。
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【００１５】
　すなわち、本発明のばねは、質量%で、Ｃ：０．５～０．７％、Ｓｉ：１．０～２．０
％、Ｍｎ：０．１～１．０％、Ｃｒ：０．１～１．０％、Ｐ：０．０３５％以下、Ｓ：０
．０３５％以下、残部が鉄及び不可避不純物からなる成分を有し、ばね素線の任意の横断
面において、面積比率でベイナイトを６５％以上、残留オ－ステナイトを４％～１３％含
む組織を有し、前記残留オ－ステナイトは平均Ｃ濃度が０．６５～１．７％であり、かつ
残留オ－ステナイト粒の平均円相当直径が３μｍ以下であり、ばね素線の任意の横断面の
平均円相当直径をＤ（ｍｍ）としたときに、圧縮残留応力層が表面から０．３５ｍｍ～Ｄ
／４の範囲まで形成され、その最大圧縮残留応力が８００～２０００ＭＰａであり、該横
断面の中心のビッカ－ス硬さが５５０～６５０ＨＶであり、表面から深さ０．０５～０．
３ｍｍの範囲に、前記中心硬さより５０～５００ＨＶ大きい高硬度領域が形成されている
ことを特徴とする。
【００１６】
　また、本発明のばねの製造方法は、質量%で、Ｃ：０．５～０．７％、Ｓｉ：１．０～
２．０％、Ｍｎ：０．１～１．０％、Ｃｒ：０．１～１．０％、Ｐ：０．０３５％以下、
Ｓ：０．０３５％以下、残部が鉄及び不可避不純物からなる成分を有する線材をばねの形
状に成形する成形工程と、Ａｃ３点～（Ａｃ３点＋２５０℃）の温度でオ－ステナイト化
後、２０℃/秒以上の速度で冷却し、（Ｍｓ点－２０℃）～（Ｍｓ点＋６０℃）の温度で
４００秒以上保持し、次いで室温まで冷却する熱処理工程と、熱処理後のばねにショット
を投射するショットピ－ニング工程と、を備えたことを特徴とする。ここで、Ａｃ３点と
は、材料が加熱中にフェライト＋オ－ステナイトの二相域からオ－ステナイト単相域に移
行する境界温度であり、Ｍｓ点とは、冷却中にマルテンサイトが生成を開始する温度であ
る。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明によれば、高価な合金元素を含有せず、入手が容易なJIS規格のばね鋼組成の鋼
線を用い、複雑な熱処理や表面硬化処理を必要とせず、素線表層に高硬度領域と厚い高圧
縮残留応力層を有する耐へたり性に優れたばねを得ることができる。また、本発明のばね
は、合金元素量が少なくリサイクル性にも優れ、かつ製造工程の簡略化や、処理時間の短
縮化による生産性の向上や省エネルギー化が可能である。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】（ａ）は本発明の実施例の組織の反射電子像（ＳＥＭ（Scanning Electron Micr
oscopy））による観察結果、（ｂ）はＣ元素マップ（ＦＥ－ＥＰＭＡ（Field Emission E
lectron Probe Micro Analyze）による測定結果、（ｃ）は結晶構造（相）マップ（ＥＢ
ＳＤ（Electron Backscatter Diffraction））による測定結果、（ｄ）は（ｂ）中Ｉ～II
線上のＣ濃度分析結果を示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　まず、本発明に用いる鋼の化学成分の限定理由について説明する。なお、以下の説明に
おいて「％」は「質量％」を意味する。
【００２０】
・Ｃ：０．５～０．７％
　Ｃは、１８００ＭＰａ以上の高強度を確保するためと、室温で所望の残留オ－ステナイ
ト比率を得るために重要な元素であり、そのような効果を得るためには０．５％以上含有
させることが必要である。しかし、Ｃ濃度が過剰になると、軟質相である残留オ-ステナ
イト比率が増え過ぎて所望の強度を得ることが困難になるため、０．７％以下に抑える。
【００２１】
・Ｓｉ：１．０～２．０％
　Ｓｉは、本発明の特徴であるＣが高濃度で固溶した残留オ－ステナイトを得るためには
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不可欠の元素である。すなわち、ベイナイトはベイニティックフェライト中に炭化物（セ
メンタイト）が分散した組織である。ここで、Ｓｉはオーステナイトからの炭化物の生成
を抑制する作用を持ち、Ｓｉ濃度が高いと炭化物を構成しなかったＣはオーステナイトへ
排出される。これにより、オーステナイト中のＣが濃化される。また、Ｓｉは、固溶強化
に寄与する元素であり、高強度を得るために有効な元素である。ただし、Ｓｉ量が過剰で
あると、軟質な残留オーステナイト比率が高くなり、逆に強度の低下を招くため２．０％
以下に抑える。
【００２２】
・Ｍｎ：０．１～１．０％
　Ｍｎは、精錬中の脱酸元素として添加されるが、一方でオーステナイトを安定化させる
元素でもあるため、本発明の要件にある残留オーステナイトを得るためには０．１％以上
含有させる必要がある。一方、含有量が過剰であると偏析が生じ加工性が低下しやすくな
るため、１．０％以下に抑える。
【００２３】
・Ｃｒ：０．１～１．０％
　Ｃｒは、鋼材の焼入れ性を高めて高強度を容易に向上できる元素である。また、パーラ
イト変態を遅延させる作用もあり、オーステナイト化加熱後の冷却時に安定してベイナイ
ト組織を得る（パーライト組織を抑制する）ことができるため、０．１％以上含有させる
必要がある。ただし、Ｃｒを過剰に含有すると鉄炭化物を生じ易くなり、残留オーステナ
イトが生じ難くなるため、１．０％以下に抑える。
【００２４】
・Ｐ，Ｓ：０．０３５％以下
　ＰおよびＳは、粒界偏析による粒界破壊を助長する元素であるため、その含有量は可能
な限り低い方が望ましいが、不可避不純物であり低減するには製錬コストがかかるため、
上限は０．０３５％とする。ＰおよびＳの含有量は、好ましくは０．０１％以下がよい。
【００２５】
　次に、全組織における面積比率の限定理由について説明する。
・ベイナイト：６５％以上
　ベイナイトとは、従来、オ－ステナイト化された鋼材を５５０℃程度以下でマルテンサ
イト変態開始温度を上回る温度域にて等温変態させることによって得られる金属組織であ
り、ベイニティックフェライトと鉄炭化物で構成される。素地のベイニティックフェライ
トは転位密度が高く、また鉄炭化物は析出強化効果があるため、ベイナイト組織をもって
強度を高めることができる。
【００２６】
　本発明の製法によれば、ベイナイト組織は、オ－ステナイト化された鋼材をＭｓ点近傍
で等温保持するので、鉄炭化物が微細なベイニティックフェライト地に微細析出した構造
を得ることができ、粒界強度の低下が少なく高強度であっても延靭性の低下が小さい。し
たがって、大きな塑性ひずみを付与しても耐疲労性に有害なき裂等の欠陥は生じず、可動
転位密度を低下させることができる。このように、ベイナイトは高強度と高延性を得るた
めに不可欠な組織であり、その面積比率は高いほど望ましく、所望の高強度高延性を得る
ためには６５％以上必要である。
【００２７】
　一方、等温保持中の未変態オ－ステナイトは、その後室温まで冷却されることによりマ
ルテンサイトや残留オ－ステナイトとなる。ベイナイト面積比率が６５％未満の組織は、
等温保持時間が短いことを意味し、その段階での未変態オ－ステナイト中のＣの濃縮度は
小さいため、その後の冷却によりマルテンサイト比率が高くなる。したがって、ベイナイ
ト面積比率が６５％未満である場合は、マルテンサイトが多くなるため高強度は得られる
が、切欠き感受性が著しく高くなるため、大きな塑性ひずみを付与することができず、耐
へたり性は向上しない。
【００２８】
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・残留オ－ステナイト：４～１３％
　残留オーステナイトは、ＴＲＩＰ（Transformation-induced plasticity;変態誘起塑性
）現象に起因して切欠き感受性が低減し、素材の延性増加により大きな塑性ひずみの付与
に有効である。また、残留オーステナイトは、ショットピーニング工程で加工誘起変態に
よりマルテンサイトに変態する。このとき体積膨張を伴うため、表層に高くかつ内部に向
かって深い圧縮残留応力を形成することができる。残留オ－ステナイト比率は、後述する
圧縮残留応力分布（特に最大圧縮残留応力の下限値８００ＭＰａを超える）を得るために
４％以上必要であるが、過剰であると材料強度の低下が著しいため、１３％以下に抑える
。
【００２９】
・マルテンサイト：残部（０％を含む）
マルテンサイトは、所望の引張強さを確保する場合に応じ適当量存在しても良い。
【００３０】
・残留オ－ステナイト中の平均Ｃ濃度：０．６５～１．７％
　残留オーステナイトは、そのＣ濃度が高いほど加工誘起マルテンサイト変態を開始する
引張ひずみが高いため、結果的に高い延靭性に起因した切欠き感受性の低下に寄与する。
また、残留オーステナイトの加工誘起マルテンサイト変態における体積膨張率は、残留オ
－ステナイトのＣ濃度が高いほど大きく、き裂先端における応力集中を緩和するとともに
高くかつ内部へ深い圧縮残留応力の生成を促進するため、耐疲労性の向上により有効であ
る。残留オ－ステナイト中の平均Ｃ濃度は、後述する圧縮残留応力分布（特に最大圧縮残
留応力の下限値８００ＭＰａを超える）を得るため０．６５％以上必要である。一方、残
留オ－ステナイト中のＣ濃度が高くなり過ぎると、残留オ－ステナイトは著しく安定化し
、これにより加工誘起変態しないまま単なる軟質相としてのみ作用するため１．７％を上
限とする。
【００３１】
・残留オーステナイト粒の平均円相当直径：３μｍ以下　　　　　　　　　　　　　　　
　上記のように高Ｃ濃度の残留オーステナイトは強度が高く、高強度残留オ－ステナイト
粒を微細分散させることで転位のピン止め作用を得ることができ、これにより耐へたり性
を向上させることができる。残留オーステナイト粒の平均円相当直径が３μｍを超えると
、微細分散が不充分で転位のピン止め作用が不充分となる。
【００３２】
　次に、ばね素線横断面における諸特性の限定理由について説明する。
・表層の圧縮残留応力分布
　表層の圧縮残留応力は主にショットピーニングにより与えられる。ただし、本発明では
通常のショットピーニングで得られる圧縮残留応力に加え、素材にもともと存在する残留
オーステナイトの加工誘起マルテンサイト変態によりさらに高くかつ内部へ深い圧縮残留
応力が形成される。本発明では、表層の圧縮残留応力層の厚さは、ばね素線の任意の横断
面の平均円相当直径をＤ（ｍｍ）としたときに、０．３５ｍｍ～Ｄ／４とする。これは、
表面から深さ２００μｍ～Ｄ／４程度の範囲は、本発明のばね素線径範囲において外部負
荷による作用応力と残留応力との合成応力が最も高く、耐へたり性に及ぼす影響が大きい
領域であるため、表層の圧縮残留応力層の厚さが０．３５ｍｍ未満ではへたりを抑制する
には不十分である。また、圧縮残留応力層の厚さが厚過ぎると、鋼材全体の応力バランス
を維持するために、圧縮残留応力がゼロとなる深さ（クロッシングポンイント）よりさら
に内側に存在する引張残留応力が著しく高くなり、これが外部負荷によりばね素線に発生
する引張応力に重畳しへたりを促進するため、Ｄ／４を上限とする。
【００３３】
　上記圧縮残留応力層の最大圧縮残留応力は８００～２０００ＭＰａとする。該最大圧縮
残留応力はへたりを抑制するために高いことが望ましく、高設計応力で使用することを考
慮すると、最大値は８００ＭＰａ以上必要である。一方、該最大圧縮残留応力が著しく高
い場合、前述したようにクロッシングポイントより深い内部での応力バランスに起因した



(8) JP 2012-111992 A 2012.6.14

10

20

30

40

50

引張残留応力によりへたりが促進されるため、２０００ＭＰａを上限とする。
【００３４】
・硬度分布
　ばね素線の任意横断面の中心のビッカ－ス硬さは、ばねに必要な荷重に耐え得る強度を
確保するために５５０ＨＶ以上必要である。一方、硬さが過剰に高い場合は通常伸びが小
さくなる上鋼材自体の切欠き（き裂）感受性が増加し、大きな塑性ひずみを付与すること
ができないため、ビッカ－ス硬さで６５０ＨＶ以下に抑える。一方、ばね素線表層の高硬
度領域はへたりを抑制するために非常に効果的であり、中心のビッカ－ス硬さより５０Ｈ
Ｖ以上大きいことが必要である。しかし、硬度が高過ぎると著しく脆くなるため、増加幅
の上限は５００ＨＶ以下である。さらに上記高硬度領域の厚さは、へたりを抑制するため
０．０５ｍｍ以上必要であるが、厚過ぎると鋼材自体の靭性低下を招くため０．３ｍｍ以
下に抑える。
【００３５】
　次に本発明のばねを製造する方法について説明する。
　本発明のばねは、上記化学成分の鋼材に対し、例えばコイリング工程の後、必要により
ばねの両端面を研削する座研磨工程後、Ａｃ３点～（Ａｃ３点＋２５０℃）の温度でオー
ステナイト化後、２０℃/秒以上の速度で冷却し、（Ｍｓ点－２０℃）～（Ｍｓ点＋６０
℃）の温度で４００秒以上保持し、次いで２０℃/秒以上の冷却速度で室温まで冷却する
熱処理工程の後、ショットピ－ニング工程の後、必要に応じてセッチング工程を行うこと
によって製造することができる。Ａｃ３点以上に加熱する前の鋼の組織については特に制
限されない。例えば、熱間鍛造や線引き加工した条鋼材を素材として使用することができ
る。以下に、各工程について説明し、必要に応じて限定理由を述べる。
【００３６】
・コイリング工程
　所望のコイル形状に冷間成形する工程である。成形方法はばね形成機（コイリングマシ
ン)を用いる方法や、芯金を用いる方法等を利用すればよい。なお、本発明はコイルばね
に限定されるものではなく、板ばね、トーションバー、スタビライザーなど任意のばねに
適用可能である。
【００３７】
・座面研磨工程
　本工程は必要に応じて行うもので、ばねの両端面をばねの軸芯に対して直角な平面にな
るように研磨する工程である。
【００３８】
・熱処理工程
　コイリング後のばねをオ－ステナイト化後、等温保持し、その後冷却することで熱処理
工程は完了する。オ－ステナイト化を行う前の鋼の組織については特に制限されない。例
えば、熱間鍛造や線引き加工した条鋼材を素材として使用できる。オ－ステナイト化の温
度は、Ａｃ３点～（Ａｃ３点＋２５０℃）である必要がある。Ａｃ３点以下ではオ－ステ
ナイト化せず素材の組織構成のままとなる。また、（Ａｃ３点＋２５０℃）を超えると、
旧オ－ステナイト粒径が粗大化し易くなり、延性の低下を招く恐れがある。
【００３９】
　オ－ステナイト化後に等温保持する温度までの冷却速度は速いほど良く、２０℃/秒以
上の冷却速度で行う必要があり、好ましくは５０℃/秒以上がよい。冷却速度が２０℃/秒
未満では冷却途中でパ－ライトが生成し、６５面積％以上のベイナイトを得ることができ
ない。等温保持する温度は（Ｍｓ点－２０℃）～（Ｍｓ点＋６０℃）である必要があり、
これは本発明のばね鋼およびばねを実現するための製造方法として非常に重要な制御因子
である。等温保持する温度が（Ｍｓ点－２０℃）未満では、変態初期に生成するマルテン
サイト量が多く延性の向上を阻害するほか、６５面積％以上のベイナイトを得ることがで
きない。一方、等温保持する温度が（Ｍｓ点＋６０℃）を超える場合はベイナイトが粗大
化するため引張強さが低下し、ばねとして荷重に耐える強度を得ることができない。そし
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て、等温保持を上記のようなＭｓ点近傍で行うことにより、微細なベイナイトを析出させ
ることができる。微細なベイナイトが析出することにより、オーステナイトは微細な空間
に残留し、平均円相当直径が３μｍ以下の残留オーステナイト粒とすることができる。
【００４０】
　等温保持によりオーステナイト中にベイナイトが析出する。等温保持の時間は、４００
秒以上である必要があり、これも本発明の製造方法として非常に重要な制御因子である。
等温保持の時間が４００秒未満ではベイナイト変態の進行が不充分なため、ベイナイト比
率が小さく、ベイナイトの面積率は６５％に満たなくなる。なお、等温保持する時間が長
過ぎても生成されるベイナイト量は飽和量に達し、生産コストの増大を招くので３時間以
内とすることが望ましい。
【００４１】
　等温保持後の冷却速度は、均一な組織を得るため速いほど良く、２０℃/秒以上の冷却
速度が好ましく、より好ましくは５０℃/秒以上がよい。具体的には油冷や水冷が良い。
このような冷却速度とすることにより、マルテンサイトが析出し、耐へたり性をさらに向
上させることができる。
【００４２】
・ショットピ-ニング工程
　ショットピ－ニングは、ばねに金属や砂などからなるショットを衝突させ、表面に圧縮
残留応力を付与するもので、これによりばねの耐へたり性や耐疲労性が著しく向上する。
本発明では通常のショットピーニングで得られる圧縮残留応力に加え、残留オーステナイ
トの加工誘起マルテンサイト変態によりさらに高く深い圧縮残留応力が形成される。ショ
ットピ－ニングで使用するショットは、カットワイヤやスチールボール、ＦｅＣｒＢ系な
どの高硬度粒子等を用いることできる。また、圧縮残留応力は、ショットの実効または平
均球相当直径や投射速度、投射時間、および多段階の投射方式で調整することができる。
【００４３】
　また、ショットピーニングにより残留オーステナイトが加工誘起変態し、より強度の高
いマルテンサイトとなることが期待される。これにより、変態に伴う体積膨張により高い
圧縮残留応力が付与されるとともに、転位のピン止め作用をより一層高めて耐へたり性を
さらに向上させることができる。
【００４４】
・セッチング工程
　セッチングは、塑性ひずみを与えることにより、弾性限度が著しく向上することと、使
用時のへたり量（永久変形量）を低減するために任意的に行う。この場合、２００～３０
０℃でセッチング（温間セッチング）を行うことにより、耐へたり性を一層向上させるこ
とができる。また、セッチングにより残留オーステナイトが加工誘起変態し、より強度の
高いマルテンサイトとなることが期待される。これにより、変態に伴う体積膨張により高
い圧縮残留応力が付与されるとともに、転位のピン止め作用をより一層高めて耐へたり性
をさらに向上させることができる。
【実施例】
【００４５】
　表１に記載の代表化学成分からなるオーステンパ－線材を用いて、コイリングマシンに
より所定形状に冷間コイリング後、表３に記載の条件で熱処理を行った。熱処理は、ばね
を加熱炉で８５０℃に加熱してオ－ステナイト化し、表２に示す温度Ｔ（℃）に保持した
ソルトバスに時間ｔ（秒）保持し、その後冷却した。次いで、ショットピ－ニングは第一
段目として球相当直径が０．８ｍｍのラウンドカットワイヤ－を、第二段目として球相当
直径が０．４５ｍｍのラウンドカットワイヤ－を、第三段目として球相当平均直径が０．
１ｍｍの砂粒をそれぞれ使用した。さらに、ばねを２３０℃に加熱後、最大せん断応力が
１４７３ＭＰａ相当となるセッチングを行った。以上のようにして製造したＮｏ．１～６
ばねの諸元を表２に示す。得られたばねに対し、以下の通り諸性質を調査した。その結果
を表３に示す。
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【００４６】
【表１】

【００４７】
【表２】

【００４８】
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【表３】

【００４９】
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[相の区別]
　相の区別は、試料を３％ナイタ－ル液に数秒間浸漬し、その後の組織を用いて次のよう
に行った。まず、ベイナイトはナイタ－ルにより容易に腐食されるため、光学顕微鏡写真
では黒色または灰色に見え、一方、マルテンサイトと残留オーステナイトは、ナイタ－ル
に対する耐食性が高いため光学顕微鏡では白色に見える。この特性を利用し、光学顕微鏡
写真を画像処理することでベイナイト（黒色及び灰色部）比率と、マルテンサイトおよび
／または残留オーステナイト（白色部）の合計比率を求めた。残留オーステナイト比率は
、バフ研磨仕上げの試料に対し、Ｘ線回折法を用いて求めた。マルテンサイト比率は、上
記光学顕微鏡写真から求めたマルテンサイトと残留オーステナイトの合計比率から、Ｘ線
回折で求めた残留オ－ステナイト比率を差し引くことにより求めた。
【００５０】
［残留オーステナイト中Ｃ濃度］
　残留オ－ステナイト中の平均Ｃ濃度は、Ｘ線回折でオーステナイトの（１１１）、（２
００）、（２２０）及び（３１１）の各回折ピ－ク角度から求めた格子定数ａ(ｎｍ)を用
い，以下に示す式(1)の関係を用いて算出した。これらの結果を表３に併記する。
【００５１】
【数１】

【００５２】
　また、上記Ｘ線回折から求めた平均Ｃ濃度の妥当性を他の手段により評価した。図１に
、本発明の実施例Ｎｏ．４について、素線横断面の外周表面から中心に向かって１．０２
５ｍｍにある同一エリアにおける反射電子像（ＳＥＭ（Scanning Electron Microscopy）
）による観察結果（ａ）、Ｃ元素マップ（ＦＥ－ＥＰＭＡ（Field Emission Electron Pr
obe Micro Analyze））による測定結果（ｂ）、結晶構造（相）マップ（ＥＢＳＤ（Elect
ron Backscatter Diffraction））による測定結果（ｃ）、および図１（ｂ）中Ｉ～II線
上のＣ濃度分析結果を示す（ｄ）。残留オ－ステナイトは、個々でＣ濃度が異なり、図１
（ｂ）中ＡおよびＢの各エリアの残留オ－ステナイト中Ｃ濃度はそれぞれ約１．２～１．
５％、約１．３～１．７％の範囲であり、Ｘ線回折から求めた平均Ｃ濃度１．２２％とほ
ぼ同等であることから、Ｘ線回折による残留オ－ステナイト中Ｃ濃度の測定方法が妥当で
あると判断できる。
【００５３】
［残留オ－ステナイト粒の円相当直径]
　残留オ－ステナイト粒の円相当直径は、前記ＥＢＳＤ法による結晶構造マップでγ－Ｆ
ｅ相を同定し、画像処理ソフトを用いて求めた。
【００５４】
[中心のビッカ－ス硬さ]
　試料の横断面において、中心部でのビッカ－ス硬さを５点測定し、その平均値を求めた
。
【００５５】
[高硬度領域の厚さ]
　試料の横断面において、鋼材の外周表面から中心に向かってビッカ－ス硬さを測定し、
前記中心のビッカ－ス硬さより５０～５００ＨＶ大きい高硬度領域に対し、表面からの厚
さを測定した。
【００５６】
[残留応力分布]
　試料の外周表面に対しＸ線回折法を用いて残留応力を測定した。また、試料を全面化学
研磨後上記測定を行い、これを繰返すことで深さ方向の残留応力分布を求めた。
【００５７】
[耐へたり性]
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　へたり試験は、試料を最大せん断応力が１３７２ＭＰａとなるように荷重を加えて圧縮
して固定し、１２０℃のシリコーンオイル中に浸漬した。浸漬開始から４８時間経過後、
試料をシリコーンオイル中から取り出し、室温になってから荷重を除去した。へたり量は
、ばねを所定高さまで圧縮した時の荷重を上記へたり試験前後で測定し、その荷重減少量
ΔPを下記数２に代入して残留せん断ひずみ（γ）を求めた。
【００５８】
【数２】

　ここで、Ｄは平均コイル直径、ｄは線径、Ｇは横弾性係数（＝７８，５００ＭＰａ）で
ある。残留せん断ひずみが１０×１０－４以下の場合を耐へたり性が特に優れる（表３で
◎）、１０×１０－４を超え１５×１０－４以下の場合を耐へたり性が優れる（表３で○
）、１５×１０－４を超える場合を耐へたり性に劣る（表３で×）とした。表３に諸性質
の調査結果を示す。　
【００５９】
　本発明で規定する条件を満たすＮｏ．２，４およびＮｏ．５は、優れた耐へたり性を示
す。これに対し、本発明の条件を満足しないＮｏ．１，３およびＮｏ．６は以下の不具合
を有している。すなわち、Ｎｏ．１では熱処理工程における等温保持温度が（Ｍｓ点－２
０℃）より低いため、変態初期に生成するマルテンサイトが中心硬さの過剰な増加をもた
らし、延性が低下する。また、残留オ－ステナイト中のＣ濃度が低く、残留オ－ステナイ
ト自体の強度が低い。その結果、耐へたり性に劣る結果となった。
【００６０】
　Ｎｏ．３では熱処理工程における等温保持時間が短いため、ベイナイト比率が小さく、
その結果マルテンサイト比率が高く、中心硬さの過剰な増加をもたらした。また、残留オ
－ステナイト中のＣ濃度が低く、耐へたり性に劣る結果となった。さらに、加工誘起マル
テンサイト変態に伴う体積膨張が比較的小さいため、圧縮残留応力が低くかつ浅い。
【００６１】
　Ｎｏ．６では熱処理工程における等温保持温度が高過ぎるため、炭化物の析出が抑制さ
れることにより、オーステナイト中のＣ濃度が高くなり過ぎる。その結果、Ｍｓ点が著し
く低下し、オーステナイトが安定化することにより、残留オ－ステナイト比率が高過ぎる
ため中心硬さが低い。また、等温保持温度が高過ぎるため、粗大なベイナイトが析出し、
残留オーステナイト粒の平均直径が３μｍを上回った。その結果、耐へたり性に劣る結果
となった。さらに、残留オ－ステナイトが加工誘起マルテンサイト変態に伴う体積膨張を
生じても周囲の硬度が低く拘束力が低いため、圧縮残留応力が低くかつ浅い。
【産業上の利用可能性】
【００６２】
　本発明は、コイル、板ばね、トーションバー、スタビライザーなど任意のばねに適用す
ることができる。



(14) JP 2012-111992 A 2012.6.14

【図１】



(15) JP 2012-111992 A 2012.6.14

10

フロントページの続き

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                    テーマコード（参考）
   　　　　                                Ｆ１６Ｆ   1/02    　　　Ａ          　　　　　

(72)発明者  柴入　紘介
            神奈川県横浜市金沢区福浦３丁目１０番地　日本発條株式会社内
Ｆターム(参考) 3J059 AB11  AD04  AD06  AE05  BC02  EA02  EA08  EA09 
　　　　 　　  4K042 AA01  AA02  AA03  BA03  BA04  BA09  BA14  CA06  DA06  DE02 
　　　　 　　        DE06  DE07 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	overflow

